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国民年金保険料の免除・納付猶予制度について�
7月から受付開始！�

＜国民年金のお知らせ＞�

　経済的な理由等で国民年金の保険料を納付することが困難な場合には、申請により認められれば免除・
猶予となる制度があります。（免除制度とは、保険料の全部又は一部を免除するとともに万一の場合の
障害・遺族基礎年金受給のための要件となります。）�
　種類としては全額免除、一部免除（3／4免除、1／2免除、1／4免除）および若年者（30歳未満）納付
猶予制度があり（収入等の条件がありますので、詳しい内容については戸籍年金係にお気軽にご相談
ください。）、免除期間は7月から翌年6月までの期間となっていますので忘れずに申請してください。7
月から受付を開始します。�
※前年分の免除申請の締め切りが7月末日までとなっていますので免除を希望される方は必ず申請をし
　てください。�
※20歳以上の学生の方は「学生納付特例制度」があります。平成19年4月以降の申請がお済でない学生
　の方はお早めに手続きをお願いします。�

【問い合わせ先】市民環境課戸籍年金係　�22－3135
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